退職届兼有給休暇消化申請書
令和　　年　　月　　日
被通知人
東京都□□区□□町◆－◆－◆

株式会社●●●●

代表取締役  　　　　　　　殿

通知人

　○○県××町△－△－△

　甲野　一郎

本通知書作成代理人

〒１０３－０００７

東京都中央区日本橋浜町２－１９－８

文化エステート浜町ビル８階

行政書士　東京中央法務オフィス

行政書士　小竹　広光

冠省

早速ですが、今般、当職は、通知人より依頼を受け、行政書士法第１条の２ならびに第１条の３第３号に基づき、本書面を代理作成しましたので送付します。

前略

さて、私は、これまで貴社に勤務してまいりましたが、この度、一身上の都合により、退職させて頂きますので、ご通知致します。

退職日に関しては、民法第６２７条第1項の定めにより、１４日以上の猶予をもって、本年○○月○○日付とし、併せて、有給休暇の消化を申請させていただきますので、ご了承下さい。
念のため、労働者からの退職申出に際しては、有給休暇の計画的付与などを規定している場合であっても、時季変更権を行使することが出来ませんので、申し添えます。
つきましては、退職日を経過しましたら、遅滞なく、年金手帳や雇用保険受給資格者証などの雇用保険関係書類、その他の必要書類を全て、労働基準法２２条１項に定める退職時証明書（法に定める項目すべて記載したもの）と併せて、私の自宅へ郵送して頂けますよう、お願い申し上げます。
なお、速やかな必要書類の交付が無き場合、雇用保険法８３条４号により、貴社の代表者や労務担当者が６箇月以下の懲役などの罰則を受けるおそれがありますし、手続の遅れにより転職に支障をきたした場合には、転職先で支給されるはずの給与相当額の損害賠償を命じる裁判例もございますので申し添えます。

また、今後一切の連絡などが必要な場合はすべて文書での郵送のみとし、電話やメール、来訪その他の直接折衝はご容赦下さい。

万が一、上記に応じて頂けない場合、別途、労働基準監督署ないし警察署への通報や、弁護士を通じての民事訴訟の提起など、法的手続きを取る所存ですので、ご承知おき下さい。
以上、宜しくお願い申し上げます。

草々
